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研究成果の概要（和文）：　誘導型と構造型の推定モデルにより、企業結合とカルテルに関する実証研究を行っ
た。まず、誘導型の実証モデルを用いた研究により、垂直企業結合により上流市場でのカルテル確率が上昇する
ことが確認された。次に、違法カルテル時の企業行動について研究を行った。最初に、従来から使用されている
モデル判定法により、違法カルテルが発見できるかを検証した。残念ながら、既存のテストでは違法カルテルを
検出することができなかった。そして、違法カルテルを説明するモデルを構築し、誘導型と構造型の推定を統合
することにより、実証した。違法カルテルモデルが従来のモデルの結果を上回り、カルテルのデータをよりよく
説明することがわかった。

研究成果の概要（英文）：　Incentive of colluding and cartel behavior are studied using both 
reduced-form and structural-form econometric methods. First, how different market structure affects 
cartel incentive, focusing on vertical integration is examined. The reduced-form analysis finds that
 in vertically related industries vertical integration facilitates collusion in the upstream 
industry. Second, cartel pricing behavior is examined.The widely-used empirical method aimed at 
detecting collusion is tested whether it in fact detects the presence of cartel, using real-world 
data on firms' behavior during a cartel period.The model selection test wrongly reject the presence 
of cartel against competition. One of plausible reasons is that cartel behavior is restricted by 
detection and thus they cannot obtain fully collusive outcomes. 
With this test result in mind, a model of illegal cartel behavior is constructed and estimated. 
It is shown that the model better explains the data than simple collusion models. 

研究分野： 実証産業組織論

キーワード： カルテル　企業結合

  ２版

   8渡航期間： ヶ月

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
先進各国の競争政策当局は企業結合とカルテルの関係について懸念を抱いている。すなわち、企業結合によりカ
ルテルが促進されることを危惧している。このような見解は各国の合併ガイドラインにて言及されている。本研
究は、競争政策上重要なトピックについて実証的に検証し、とりわけ、各国の垂直企業結合規制に対し貴重な実
証的証拠を提供している。また、違法カルテルの発見方法についても示唆を与える研究になっている。従来使用
されていたカルテル判別方法を現実に摘発されたカルテル期間のデータを元に検証した結果、カルテルが検証さ
れなかった。カルテル検定の、こうした不備を指摘したことは学術的および政策的に重要な意義を持っている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｆ－１９－２ 
１．研究開始当初の背景 
産業組織論は競争政策(独占禁止法)と密接な関わりを持ち、その理論的・実証的成果は、政

策運営に様々な形で反映されている。 2005 年改正独占禁止法でカルテル理論に基づくリーニ
エンシー制度が導入されたことは記憶に新しい。実証面でも需要供給関数の推定に基づく市場
支配力の検出法、合併評価におけるシミュレーション手法等のツールを提供してきている。一
方で、政策課題が産業組織論を刺激し、発展させたという側面もあり、両者のインタラクショ
ンは実り豊かなものとなっている。 
産業組織論とりわけ近年の実証分野の発展は著しいものがあるが、規制当局がその反競争的

効果に対して懸念を抱く行為に対して実証分析を未だ提示できていないものもある。その中で
最も重要な一つが企業結合(合併)とカルテルの関係に関するものである。企業結合により、合
併企業が単独で市場支配力を行使する(単独行動)他に、合併の結果、市場構造に変化が起き(例
えば企業数の減少)、カルテル(協調行動)の可能性も増すことが懸念されている(公正取引委員会
「企業結合に関する運用指針」)。また日本の他、米国及び欧州でも同様の懸念が共有されてい
る。 
 
 
 
 
２．研究の目的 
企業結合等により市場構造が変化することで、企業行動が協調的になる可能性について日本

をはじめ先進諸国の規制当局で懸念されている。しかし、構造推定に依存した既存の実証枠組
みは企業行動の変化を適切に捉えることができず、カルテル発生をも考慮した説得力のある企
業結合評価を提示できていない。本研究は企業結合によりカルテルが促進される可能性も考慮
した総合的な実証評価方法の確立と厚生評価を行うことを目的としている。 
 
 
 
３．研究の方法 
誘導型と構造型を組み合わせた実証手法を提示し、構造推計のみに頼るのではなく、あるい

は誘導型の描写的分析に終始するのでもなく、双方の長所をうまく利用することで企業結合(に
よる市場の変化)とカルテル発生について総合的な分析を行う。 誘導型で行動変化を捉え、そ
れをもとに構造型で構造パラメターを推定することで、両者を補完的に用い信頼性の高い企業
結合評価を行う。 
 
 
 
４．研究成果 
まず、研究成果として主に誘導型の手法を活用したものがある。どのような市場構造で企業

のインセンティブが変化し，カルテルが発生しやすくなっているのかを分析した。論文"Does 
Vertical Integration Facilitate Upstream Collusion?"あるいは”An Empirical Study of 
Upstream Collusion in Vertically”では、市場構造の変化、特に垂直企業結合による変化に
焦点を当て、それがカルテルにどのように影響するかを実証した。この研究を実行する上での
方法論上の解決すべき点はカルテルの観測不完備性にある。カルテルは犯罪行為であるため、
公正取引委員会によって摘発されない限り、観測することはできない．この結果、観測に不備
が生じる。 
 このような観測不備に対して、部分識別という考え方を応用し、新たな解決策を提示した。
部分識別を使ったカルテル確率の識別は以下のようなものである。観測誤差が生じているため
市場がある状態の時に、そこでカルテルが起きたか否かを正確に判断するのは不可能であるし、
カルテル発生確率を特定することも難しい。しかし、一定の条件が満たされれば、カルテル確
率の上限と下限は観察データから特定できるということがわかった。これはカルテル確率が必
ず入っている確率集合がデータから導き出せたことを意味している。このカルテル確率集合を
用いて、確率集合が企業結合による市場変化とどのような関係にあるかを実証した。 
 上記方法に加えて、伝統的に用いられてきた有限混合モデルによる方法も行っている。ただ
し、単純な応用ではなく、日本の競争政策の制度的特徴をうまく利用して、推定の有効性を改
善することに成功した。公取委はカルテル事件の結審後、価格や売り上げを報告するように義
務付けることがある。この期間を企業が確実に競争していた期間として、有限混合モデルに競
争状態として取り込み、ある種の基準を設ける。この追加情報によって、推定の有効性を改善
することが可能になった。 
上記推定により、垂直関連市場において、上流下流企業間の垂直結合の度合いがカルテル事

件発生に影響を及ぼしていることが分かった。この結果は、企業結合により企業行動が協調的
になるという規制当局の懸念を裏付けるものであり、また企業結合による市場構造の変化を通



じた均衡の変化を捉えていない既存の構造推定モデルによる企業結合分析への警鐘と考えるこ
ともできる。 
 次に、主に構造推定を用いたカルテル行動の検証を行った。まず、これまで用いられてきた
簡便な誘導型的なカルテル検定方法では、違法カルテルが判別できないことがあること発見し
た。つまり、違法カルテル期間のデータを用いているにも関わらず、競争状態にあると判定さ
れてしまう問題を発見した。この結果は、産業組織論の分野で使用されるカルテル判別方法に
対し疑問を投げかけるになっており、学術的な意味においても政策的な意味においても重要な
発見であるし、様々な角度から検証されるべき問題である。 
 このような発見を受けて、従来の方法を改善する研究を行った。従来の検定を失敗された要
因として、違法カルテル時における企業の行動があると推察されたため、まず、誘導型モデル
で検証した。その結果、やはり、カルテルは摘発を恐れて漸進的に行動を変化させていること
が実証され，従来の標準的なカルテルモデルでは，こうした行動は説明ができないため，カル
テル検出に失敗していたことが明らかになった。この結果を受けて、違法カルテル行動を説明
する理論モデルを構築した。そして誘導型と構造型を組み合わせた推定方法を考案し、違法カ
ルテル動学モデルのパラメターを推定した。推定された動学モデルを用いてカルテル行動をシ
ミュレーションした結果、従来のモデルよりもデータをよく説明することがわかった。また，
カルテルは価格を高く保つことはしていたものの、様々な制約、特に発見されるリスクが存在
するため価格はそれほど大きく引き上げることはできなかったことが実証された。 
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